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の調査によれば，OECD 加盟国の政府総支出の平均は対 GDP 比において 41.9％に達し，総雇
用者数に対する公共部門雇用者（公務員，公的企業などの雇用者）の割合も平均 21.3％にのぼ
る（1）（経済協力開発機構 2016：70-71, 84-85）。日本においても，GDP に対する政府の総支出は
38.8％（2）を占めており（財務省 2018），また，国際比較でみれば低い水準にとどまるものの，



















































とりわけ 1960 年代から 70 年代にかけて「イギリス病」と称されるほどの長期にわたる経済
の停滞に苦しんだイギリスでは，サッチャー政権（1979‐1990 年）のもとで福祉国家モデル
の抜本的な見直しを行い，広範多岐にわたる改革を実行する。その際に実施された新たな行政
改革の手法が NPM（New Public Management）である。
NPM とは，1980 年代以降，イギリスやニュージーランドなど主に英語圏諸国における行政
実務から生じた改革手法の総称を意味する（大住 1999：1）。この NPM の教義（doctrine）には，

















































































































第一次臨調以後，行政機構の膨張と公務員の定員を抑制するために，1 省庁 1 局削減の実施
（1968 年）と総定員法（行政機関の職員の定員に関する法律）の制定（1969 年施行）が行われ











雑な労使関係などの課題に直面していた三公社は，それぞれ JR グループ，NTT グループ，
日本たばこ産業株式会社（JT）として民営化された。
第二次臨調以降に取り組まれた行政改革では，「官から民へ」（民営化の推進，公的規制の緩





















革（1995 ～ 2000 年）では，従来の中央集権型行政システムを改め，地域社会の多様な個性を
尊重する地方分権型行政システムを構築することが目指された。この改革において実現した主
要事項は次のとおりである。①機関委任事務制度の廃止：自治体の首長を国が包括的に指揮監
督する下部機関と位置づけ，国の事務を行わせる機関委任事務制度（都道府県事務の 7 ～ 8 割，
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（1） OECD 加盟国の政府総支出の平均及び総雇用者数に対する公共部門雇用者の比率は 2013 年時点の
数値。
（2） 2015 年度の実績。
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